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　「後期高齢者医療制度」は、75歳以上の方などを対象に独立した新たな医療制度として、国に

おいて平成20年4月に施行されました。制度施行後５年目となる今年度は、毎年8月1日更新の

被保険者証等とともに保険料率改定後の保険料通知を被保険者の皆様に送付しましたが、大き

な混乱もなく円滑な取り組みができたのではないかと考えております。

　一方、国におきましては、高齢者医療制度の見直しについて、「社会保障制度改革国民会議」に

検討を委ねるなど、依然、制度の先行きは不透明な状況が続いております。引き続き、国の動向を

注視していくとともに、より良い医療保険制度となりますよう必要に応じた要望活動等を行ってま

いりたいと考えております。

　このような状況ですが、本広域連合の役割は、現行制度が続く限り、円滑で安定した運営に取

り組むことでございます。

　特に、本県の後期高齢者1人当たりの医療費は、平成14年度から9年連続して、全国で最も高

いものとなっています。

　こうした課題への対応と併せて、被保険者の皆様が安心して医療を受けていただくことができ

るよう、更には、被保険者の皆様の健康づくりが進みますよう、構成市町村をはじめ、本広域連合

議会、福岡県後期高齢者医療検討委員会、福岡県、関係団体等の皆様の御意見を頂きながら、

この度、「第2期健康長寿医療計画」を策定いたしました。

　今後は、この計画を実効性のあるものとするため、これまで以上に構成市町村をはじめ、福岡

県及び関係団体等の皆様との連携・協力を深めるとともに、関係者の皆様の御意見をお聞きしな

がら、本計画の適切で効果的な実施に努めてまいる所存でございます。

　今後とも、関係者の皆様の御指導、御協力をお願い申し上げますとともに、本計画づくりに格別

の御理解、御協力を賜りましたことを厚く御礼申し上げます。
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第２章　後期高齢者医療制度を取り巻く医療費等の現状

第３章　目標の達成に向けた施策（事業）

第４章　計画の推進体制
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は じ め に 第1章　計画の基本的事項
第2期 健康長寿医療計画策定の背景及び基本的な考え方　1

（1）「福岡県後期高齢者医療広域連合第２次広域計画（以下「広域計画」という。）」に定める「健康

づくりの推進」及び「医療費の適正化」を第２期計画の目標とする。

（2）第１期計画に係る中間評価を踏まえた計画とする。

（3）評価手法として中間評価に加え、「進捗管理評価」、「実績評価」を導入する。

（4）各施策（事業）の実効性担保のため、施策ごとに目標（値）を設定する。

（5）構成市町村、県及び医師会等との連携・協力による取り組みとする。

　我が国が世界に誇る国民皆保険は、平成23年に50年を迎え、誰もが安心して医療を受けることが

できる医療保険制度が実現されてきました。しかし、急速に進展する少子高齢化や長引く景気の低迷

などにより、医療保険制度を取り巻く環境は厳しいものとなっています。このため、後期高齢者医療費が

高い伸びを示すなか、医療費の伸びが過大とならないよう、また、日常的に介護を必要としないで自立

した生活ができる期間（健康寿命）を延ばす取り組みが求められています。

　こうした取り組みを総合的、かつ、計画的・効率的・確実に推進するために、取り組むべき事業の方

向性や目標等を整理体系化した計画として、健康長寿医療計画（以下「第1期計画」という。）」に引き

続き、「第2期健康長寿医療計画（以下「第2期計画」という。）」を策定しました。

　第2期計画は、他の計画との調和を図りながら、次の「5つの基本的な考え方（＊）」に基づき計画を

策定しています。

第2期計画の期間3
○計画期間は、平成25年度から平成29年度までの5年間（5か年計画）とします。

○ただし、今後の医療保険制度の見直し等、社会情勢の変化に対応して、計画期間は、柔軟に変更で

きることとします。

01

第2期計画の位置づけ2
○第2期計画は、広域計画第4に基づき定める計画です。

○「福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例」第4条に規定する保健事業を推

進する計画です。

○福岡県医療費適正化計画等との調和を図っていきます。

＊第2期計画策定に向けた5つの基本的な考え方

健康長寿医療計画

第1期計画

第2期計画

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

計画期間：3か年
（H22～H24）

計画期間：5か年
（H25～H29）
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○我が国の後期高齢者人口の動向
　・今後も高齢化率が上昇。　・平成72（2060）年→2.5人に1人が65歳以上

　・平成62（2050）年→4人に1人が75歳以上

○福岡県の高齢化の現状と将来像
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（注）2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果。
（注）1950年～2010年の総数は年齢不詳を含む。　資料：内閣府「平成24年度高齢社会白書」を基に作成。
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資料：平成22年は、総務省統計局「国勢調査報告」（平成22年10月1日現在）
　　  平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（平成19年5月推計）
　　　（注）平成22年（2010年）の総数は年齢不詳を含む。
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・福岡県の総人口は、平成22年の507.2万人から25年後の平成47（2035）年には約63万人減少

して444万人となりますが、75歳以上の人口は、平成22年の55.3万人が25年後の平成47年に

は1.61倍の89.1万人に達すると見込まれています。

第2章　後期高齢者医療制度を取り巻く医療費等の現状
　近年の急速な少子高齢化の進展や長引く景気の低迷等により、現行制度を安定的に運営していくには

極めて厳しい状況に直面しています。

02 03

1 後期高齢者医療制度の状況

○後期高齢者医療制度の経緯
　＜平成20年度＞　後期高齢者医療制度スタート（保険料軽減措置等見直しの実施）

　＜平成21年度＞　高齢者医療制度改革会議設置

　＜平成22年度＞　高齢者医療制度改革会議による最終とりまとめ

　＜平成23年度＞　社会保障・税の一体改革大綱決定

○現行制度の今後の行方
　・平成24年8月に成立した「社会保障制度改革推進法」に基づき設置された『社会保障制度改革

国民会議』において、今後の高齢者医療制度を検討。

2 後期高齢者医療費等の状況

○後期高齢者医療費の動向
　・後期高齢者医療費の増加傾向は今後も続くものと予想されています。

国民医療費、後期高齢者医療費及び高齢者割合の見通し

注1）国民医療費及び後期高齢者医療費は、第11回高齢者医療制度改革会議（平成22年10月25日）で公表した試算（診療報酬改定がない場合）。
　　なお、医療の高度化等による1人当たり医療費の伸び率（自然増）を年1.5%と仮定。
注2）65歳以上及び75歳以上の高齢者割合（対総人口）は「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（国立社会保障人口問題研究所）の
　　出生中位・死亡中位の推計による。
資料：厚生労働省ホームページ（我が国の医療保険について）を基に作成。

平成22年度 平成27年度 平成32年度 平成37年度 0.0

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%
65歳以上高齢者割合

75歳以上高齢者割合

23.1%

26.9%

29.2%
30.5%

11.2%

13.1%

15.3%

18.2%37.5兆円

42.3兆円

47.2兆円

52.3兆円

12.8兆円 16.1兆円
19.7兆円

24.1兆円

国民医療費

後期高齢者医療費

(兆円 )

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0



第

２
章

第

２
章

第2章　後期高齢者医療制度を取り巻く医療費等の現状

04 05

○国・地方の財政状況
　・財政赤字が継続　

     　国の公債残高は平成24年度末で700兆円を越える見込      

     　地方の借入金残高は、平成22年度末で約200兆円

○後期高齢者医療費の財政運営
　・財源構成（公費5割、支援金４割、保険料１割）

　・若人からの支援金の増加　・基金等による保険料軽減

給付費の内容と財源構成

約50% 約50%現役世代からの支援として、各医
療保険（国民健康保険、被用者保
険）の被保険者の保険料の一部
を交付する。
◇現役並所得者分…約9/10
　（１－後期高齢者負担率）
◇その他…約4/10
　 (１－後期高齢者負担率－公費負担率5/10)

後期高齢者交付金

後期高齢者負担率の改定
20，21年度
    10% 

現役並所得者分を除く給付費の
12分の1相当。

◇普通調整交付金（全体の9/10）
　被保険者の所得格差による広
域連合間の財政力の不均等を
調整するために交付。
◇特別調整交付金（全体の1/10）
　災害その他特別の事情を考慮
して交付。

調整交付金（国）

現役並所得者分を除く給付費
の一定割合を国、県、市町村が
負担。

　◇国………3/12
　◇県………1/12
　◇市町村…1/12

定率公費負担

高額な医療費の発生による広域
連合の財政リスクの緩和を図る
ため、レセプト１件あたり80万円
を超える医療費の部分について、
県が負担。

※1　保険基盤安定制度
低所得者等に対する保険料軽減
分を公費で補填。
◇県負担…3/4
◇市町村負担…1/4

※2　財政安定化基金
　保険料未納リスク、給付
増リスクによる広域連合
の財政影響及び保険料率
増加抑制に対応するた
め、国、県、広域連合が拠
出して県に基金を設置
し、広域連合に対し貸付
等を行う。

【拠出割合】
　国、県、広域連合…各1/3

高額医療費公費負担

交付

貸付

償還

後期高齢者交付金
(保険者からの支援)
（約40％）

国
調整交付金

国

定率負担

（約8％）

（約25％）

県
定率負担

（約8％）

市町村

 定率負担
（約8％）

保険料

公費補填

（国）（県）

※給付費以外の費用（保健事業、葬祭費など）については、その全額を保険料で賄う。

【負担割合】国…1/4　県…1/4

22，23年度
10.26％⇒

24，25年度
10.51％⇒

・社会保障給付費：毎年1兆円規模の社会保障の

自然増が不可避

著しく高額な医療費の発生によ
る財政影響を緩和するため、各広
域連合からの拠出金を財源とし
て、レセプト１件あたり400万円
超の医療費の200万円超の部分
について、財政調整を行う。

特別高額医療費共同事業交付金
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（注1）公債残高は各年度の3月末現在額。ただし、平成23年度末は3次補正後予算に基づく見込み。
（注2）特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債を含む。
（注3）平成23年度は、東日本大震災からの復興のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入等を活用して確保す

ることとし、これらの財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行。
（注4）平成23年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は664兆円程度。

（注）可処分所得、世帯人員は、総務省「平成22年家計調査年報」による。

資料：財務省ホームページ（日本の財政を考える）を基に作成。

一般会計税収の約17年分に相当
（平成24年度一般会計税収予算額：約42兆円）

公債残高の累増

平成24年度末公債残高
約709兆円（見込み）

↓
国民1人当たり　約554万円
4人家族で　約2,214万円

＊勤労者世帯の平均年間可処分所得
約526万円（平均世帯人員　3.41人）

復興債残高

4条公債（建設国債）残高

特例公債（赤字国債）残高

54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
21 28 33 40 47 53 59 64 65 65 64 65 64 63 61 64 67 77 83 108

134 158
176 199

231
258

280 288 305 321
356 390 415

13

35 42 49 56
69 75 81 87 91 97 102 108 116 131

142 158
168 175

187

197
209

216
222

457

241
247 243 237

225

238
246

249

12

450

56 71 82

（兆円）

96 110

63

122
134 145

152 157 161 166
172 178

193 207
225

245 258
295

332
368

392
421 226

499
527 532

541 546

594

636

676

247

709

（年度末）

（注）１地方債残高は、特定資金公共事業債及び特定資金公共投資事業債を除いた額である。
　　２地方債残高及び交付税特会借入残高は実績値、企業債残高（うち普通会計負担分）は、決算統計をベースとした推計値である。

資料：「市町村財政のすがた2012（福岡県）」を基に作成。

地方財政の借入金残高の推移

H3

（兆円）
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地
方
債

55 61
70

81
93 103 112

120
126 128

130 130 129 127 123 121 118 115 114 111

（年度）

14
16

17
18

20
22

23
25

26 27 28 28 28 28 28 27 27 26 25 24

1
70

2
4

7
106

12

14
15

18
22

26
29 31 32 33 34 34 34 34 34 34

79
91

125

139
150

163
174

181
188 193 198

201 201 200 199 197 198 200

（13）（9）（4）（1） （16）（18）（20）（22）（25）
（31）
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第2章　後期高齢者医療制度を取り巻く医療費等の現状
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3 福岡県の後期高齢者医療費等の現状

○福岡県の後期高齢者1人当たり医療費の状況
　・平成14年から9年連続全国一（平成22年度１人当たり医療費114万6,623円で、全国平均90万

4,795円の約1.26倍、最も低い岩手県73万269円の約1.57倍）

○福岡県の保険料の状況
　・平成24・25年度1人当たり保険料額79,271円（全国5位）

　・保険料の伸び約6.7％増（H22･23比）

資料：財務省ホームページ（日本の財政を考える）を基に作成。

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09
(年度)

2012年度

100

（兆円）

80

60

40

20

0

税金投入が
毎年1兆円規模で増加

保険料

税金・借金

給付費
109.5兆円

介護・福祉
その他
20.6兆円

医療
35.1兆円

年金
53.8兆円

保険料
60.6兆円

国の財政負担
29.4兆円

地方財政負担
10.9兆円

資産収入等

財源100.9兆円
＋資産投入

現行の
消費税収
（国・地方）

13.1兆円

社会保障に
かかるお金

1人当たり後期高齢者（老人）医療費の動向

社会保障費と財政の関係

平成22・23年度の保険料率との比較

区　分

均等割額

所得割率

保険料の賦課限度額

1人当たり保険料額
（軽減適用後）

22・23年度被保険者実態調査の値
74,324円

50万円 55万円

79,271円

5万円
（10.00%）

4,947円
（6.66%）

据え置き
（－）

3,550円
（4.94%）

52,213円

9.87%

55,045円

10.88%

2,832円（5.42%）

1.01ポイント
（10.23%）

1,278円（2.51%）

0.63ポイント
（6.82%）

保
険
料
率

平成22・23年度 平成24・25年度 増加（%） （参考）
前回改定時の増加（%）

保険料率の全国平均との比較

区　分

均等割額

所得割率

1人当たり保険料額
（軽減適用後）

22・23年度被保険者実態調査の値
62,988円 66,732円 3,744円

（5.94%）

41,700円

7.88%

43,550円

8.55%

1,850円（4.44%）

0.67ポイント
（8.50%）

保
険
料
率

平成22・23年度 平成24・25年度 増加（%）

○福岡県の保険料は、高齢者の医療費が高いことから均等割額及び所得割率は全国で最も高くなってい

ますが、1人当たりの平均保険料額は軽減により5番目となっています。

○1人当たり入院医療費が約647千円と全国平均の約1.4倍、約19万2千円上回ることが福岡県の後期

高齢者医療費を高くしています。

4 福岡県の後期高齢者医療費が高い要因

○医療費が高い主な要因
　・１人当たり入院医療費が高い→入院頻度（受診率）が高く期間（1件当たり日数）が長い

1人当たり後期高齢者医療費の他県との比較（平成22年度）

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県

904,795
1,146,623
1,084,142
1,070,441
733,880
730,269

順位
－
1
2
3
46
47

順位
－
2
1
4
46
45

順位
－
3
22
7
46
44

順位
－
2
22
15
19
36

順位
－
10
37
24
40
45

総計

455,232
647,252
661,231
607,574
350,440
351,643

入院

407,436
448,230
391,034
425,372
350,728
351,971

入院外

28,342
36,925
24,425
27,754
25,748
21,918

歯科

13,785
14,217
7,452
9,742
6,963
4,737

その他

（単位：円）

資料：「平成22年度　後期高齢者医療事業年報」　＊その他：訪問看護・療養費等

資料：「老人医療事業年報」「後期高齢者医療事業年報」

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

(年度)

（円）

S58 63 H5 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

福岡県 最も低い都道府県全国平均

330,468

406,674
443,010

574,397

717,681

574,397

717,681

875,643

1,041,687

1,078,407

934,485

927,751
904,564

922,667

965,415
1,019,650

1,032,825

1,082,157

1,089,424

1,113,796

1,146,623

567,930

684,627

800,694

832,108

757,856

756,168

736,512

752,721

780,206

821,403

832,373

869,604

865,146

882,118

904,795

492,929

612,612

642,795

594,213

602,141

596,480

612,042
634,872

672,853

687,128

715,564

710,146

721,583

730,269
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○医療費が高いその他の要因
　・医療提供体制の充実 

　・低い高齢者就業率

◆医療提供体制の充実

◆高齢単身世帯が多いこと等

◆入院や通院が長期化しやすい患者が多い

◆高齢者の就業率が低いこと

第2章　後期高齢者医療制度を取り巻く医療費等の現状

10万人当たり施設数
（平成22年）

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県
全国対比

6.8
9.2
17.9
10.6
5.5
7.1
1.4

順位
－
16
1
9
37
23
－

病　院

人口10万人対
施設数

（単位：施設）

注：｢病院」には、「結核療養所」を含む。
資料：「医療施設調査・病院報告」

（単位：%）

資料：「国勢調査」

10万人当たり病床数
（平成22年）

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県
全国対比

1244.3 
1719.4 
2479.0 
1800.8 
1242.3 
1391.3 
1.38 

順位
－
10
1
8
31
23
－

病　院

 106.9 
 199.4 
 215.2 
 144.0 
 43.3 
 160.4 
1.87 

順位
－
13
11
19
44
16
－

 一般診療所

（単位：床）

資料：「医療施設調査・病院報告」

10万人対医師数
（平成22年）

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県
全国対比

219   
274.2
274.1
218.3
177.2
181.4
1.25

順位
－
4
5
25
44
43
－

平成22年

（単位：人）

資料：「医師・歯科医師・薬剤師調査」

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県
全国対比

16.4 
18.7 
20.5 
17.6 
10.5 
12.1 
1.14 

順位

－
6
4
5
46
23
－

65歳以上人口に
占める割合

平成22年

（単位：%）

全国平均
福 岡 県
高 知 県
北 海 道
新 潟 県
岩 手 県
全国対比

20.35
17.12
20.16
16.29
19.63
21.30
0.84

順位

－
43
25
46
29
13
－

平成22年

資料：「国勢調査」

65歳以上人口に占める高齢単身者の割合 65歳以上就業率
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入院医療費の伸びの状況

高 知 県
福 岡 県
静 岡 県
全国平均
高 知 県
福 岡 県
静 岡 県
全国平均
高 知 県
福 岡 県
静 岡 県
全国平均
高 知 県
福 岡 県
静 岡 県
全国平均

624,047
609,543
325,896
430,927
127.67
123.92
65.92
88.54
20.88
20.32
17.99
18.91
23,409
24,203
27,477
25,737

順位
1
2
47

1
3
47

1
5
41

39
36
10

順位
1
2
47

1
3
47

2
5
41

40
36
8

順位
1
2
47

1
3
47

2
5
41

41
37
11

対前年度比（％）
4.28
4.22
4.81
4.17
1.29
0.39
1.18
0.52

－0.77
－0.74
－1.12
－0.80
3.74
4.55
4.76
4.46

平成20年度

634,101
621,043
331,115
437,020
127.09
122.99
65.96
87.70
20.78
20.21
17.78
18.75
24,011
24,992
28,240
26,583

661,231
647,252
347,033
455,232
128.73
123.47
66.74
88.16
20.62
20.06
17.58
18.60
24,910
26,129
29,583
27,768

平成21年度 平成22年度

1人当たり入院
医療費（円）

受診率
（百人当たり
件数）

1件当たり
日数（日）

1日当たり
医療費（円）

＊1人当たり入院医療費及び1日当たり医療費は、食事療養費・生活療養（医科）費用額を合算した場合の数値。
資料：「後期高齢者医療事業年報（Ｈ20・21・22）」

○「1人当たり入院医療費」の「受診率」、「1件当たり日数」が全国平均を上回り、かつ上位となっています。

○本県の医療機関数が全国平均を上回る水準にあるなど医療提供体制が充実していることから、患者が受

診しやすい環境にあると考えられます。

○高齢単身世帯割合が高いため、在宅

療養等よりも入院に傾斜しやすくなって

いると考えられます。

○入院では「脳梗塞」などの生活習慣病の受療率が全国平均を上回っており、入院が長期化しやすい患者

が多くなっています。

○高齢者の就業率が低いことが、体力及

びメンタル面等の低下に関係している

と考えられます。

疾病別受療率（10万人当たり患者数（75歳以上）、入院）の状況（平成20年）　生活習慣病関連

資料：「平成20年度　患者調査」
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　計画目標である「健康づくりの推進」と「医療費の適正化」の実効性を担保するための施策体系に8

つの施策（事業）とその具体的な施策（事業）として、16の施策（事業）を組み込みました。

（２）計画の目標実現のための施策（事業）体系

＜施策（事業）体系図＞

○「健康づくりの推進」及び「医療費の適正化」の目標に沿った取り組みは、計画途中であっても

能動的・機動的に対応できるよう「新たな事業」という項目を計画に盛り込みました。

Ⅳ  新たな事業については、短期的に費用対効果が見込めるものを対象とします。

目　標 施策（事業） 具体的な施策（事業）

□健康づくりの推進

□医療費の適正化

1 健康づくり事業

2 健康診査事業

8 新たな事業

3 適正受診の推進

4 ジェネリック医薬品
　の普及促進

5 レセプト点検等事業

6 医療費分析

7 保険料収納対策事業

8 新たな事業 ○ 新たな事業

⑯ 保険料収納対策

⑮ 医療費分析

⑭ 療養費の適正化

⑬ 第三者行為求償事務

⑫ レセプト点検

⑪ ジェネリック医薬品利用案内通知

⑩ ジェネリック医薬品普及促進啓発

⑨ 適正受診啓発

⑧ 重複・頻回受診者訪問指導

⑦ 医療費通知

○ 新たな事業

⑥ 健康診査の実施

⑤ ホームページの充実

④ 健康長寿だより

③ 健康長寿チャレンジャー

② 健康長寿マイスター

① 健康長寿講演会

計画の目標１

目標実現のための本広域連合の取り組み2

計画の目標は、『健康づくりの推進』と『医療費の適正化』です。

　高齢者が健康で自立して暮らすことができる期間（＊）、いわゆる「健康寿命」を延ばす(健康長

寿)健康づくりに係る支援事業に取り組みます。

　目標実現のための取り組みに当たっては、次の４つの考え方を踏まえ、施策を整理・体系化（施策の

体系図）し、総合的に施策を展開します。

（＊）生活習慣病や認知機能低下及びこれに伴う長期入院といった健康上の問題等で日常生活を

制限されることなく自立した生活ができる期間

健康づくりの推進

（1）施策（事業）推進の考え方

○第1期計画で行ってきた施策（事業）については、平成23年度中間評価を踏まえた事業手法等

の充実・効率化等の見直しを図りながら継続します。

　後期高齢者医療制度の安定的な運営を図るため、福岡県の医療費適正化計画等も踏まえなが

ら、関係者との連携・協力の下、「医療費の適正化」に向けた効果的な施策（レセプト点検、適正受

診及びジェネリック医薬品の使用促進等）を展開し、医療費の適正化を推進します。

医療費の適正化

〈施策（事業）推進の4つの考え方〉

Ⅰ 平成23年度中間評価を踏まえ、現行施策（事業）の見直しを図りながら、継続実施して
いきます。

○本計画と理念を共有するこれらの計画等と歩調を合わせることが効果的・効率的であること、ま

た、本広域連合単独での取り組みには限界があることから、調和を図っていくことが必要と考え

ています。

Ⅱ　福岡県医療費適正化計画及び福岡県健康増進計画等との調和を図ります。

○本広域連合単独での取り組みでは、効果が限定的となることから、構成市町村、県及び医師会

等との連携・協力のもとで取り組みを推進していくことが必要と考えています。

Ⅲ 構成市町村をはじめ、県や医師会その他の保険者等との連携・協力による取り組みと
します。

第3章　目標の達成に向けた施策（事業）

10 11
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第3章　目標の達成に向けた施策（事業）

16の具体的な施策（事業）

取り組むべき施策（事業）及び目標3

○計画目標を達成するための8つの施策（事業）の具体的な施策（事業）として、16の施策（事業）を

実施します。

○16の施策（事業）を実施するに当たっては、可能な限り次の項目を踏まえたものとなるよう努めま

した。

　　①実効性担保のための目標設定。

　　②目標は、検証可能なもの。

　　③各年度で検証・見直しが行える目標を設定。

被保険者が生活習慣病や認知機能低下及びこれに伴う長期入院
といった健康上の問題等で日常生活が制限されることなく自立し
た生活ができるよう取り組みを行い、「健康寿命」の延伸（＝健康
長寿）を図る。

健康診査を通じて疾病を早期発見し、早期治療につなげていくこ
とで「健康寿命」の延伸（＝健康長寿）を図る。

被保険者の健康・医療に対する認識を深める取り組みを行うこと
で、適正な受診行動を促し、医療費の適正化を図る。

ジェネリック医薬品の使用促進を図ることで、医療費の適正化を
図る。

レセプト点検等を通じた診療報酬明細書等の点検調査を的確に
行い、診療報酬等の支払いを適正に行うことで、医療費の適正化
を図る。

医療費の動向や疾病分類別の状況等を把握し、疾病の傾向や高
水準の医療費の要因の分析等に役立てるとともに、市町村の保健
事業に活用できるよう分析結果を市町村へ提供。

保険料の徴収事務を担う市町村と連携・協力を図りながら、保険
料の収納対策に取り組む。

短期的に事業の効果が見込め、かつ、客観的な指標により、事業の
効果を検証できるものを実施。

8つの施策（事業）

1

2

3

4

5

6

7

8

健康づくり事業

健康診査事業

適正受診の推進

ジェネリック医薬品の
普及促進

レセプト点検等事業

医療費分析

保険料収納対策事業

新たな事業

12 13

◆健康づくりの推進

施策（事業）名
目標（値）

計画期間中の目標
H25 H26 H27 H28 H29

施策（事業）の着実な推進

第2期計画

①健康長寿講演会

②健康長寿
　マイスター

③健康長寿
　チャレンジャー

④健康長寿だより

⑤ホームページの
充実

⑥健康診査の実施

①開催数：70箇所

②参加者数：22,000
人以上

(1)健康長寿講演会の県内開催。
・健康づくりの契機とする講演会を県内各地で開
催。講演会が開催しやすいよう、比較的少人数
でも対応可

(2)講師陣の充実。
・講師を広域連合が派遣。講師陣の充実（複数の
講師陣を揃える）

(3)講演内容の充実。
・講演内容の随時見直し。講演内容見直しのための
アンケート調査実施（参加者ニーズの把握）

①14箇所

②4,400
人以上

①14箇所

②4,400
人以上

①14箇所

②4,400
人以上

①14箇所

②4,400
人以上

①14箇所

②4,400
人以上

(1)広報の実施。
・マイスターが実践する習慣健康法等を被保険者
へ紹介
・健康長寿だより及びHPを利用し紹介　　

(2)健康長寿マイスターの認定に努める。
・構成市町村及び関係団体等に推薦者を照会
し、マイスター（健康長寿の達人）を認定
・健康長寿チャレンジャー実践者から、マイス
ターを認定

広報回数
3回以上

広報回数
3回以上

広報回数
3回以上

広報回数
3回以上

広報回数
3回以上

(1)健康長寿ダイアリーの作成。
・「ダイアリー」を毎年度作成。内容はチャレン
ジャーの声等を踏まえ適宜見直す

(2)チャレンジャー同士のつながりの強化。
・広報紙等に実践者達の意見交換（実践者の声
等）の場（交流の場）の設置
・チャレンジャー実践者の発表の場（生の声等）を
設ける等の手法の検討　　

(3)広報の充実。
・当該事業の魅力を伝える広報の充実
・健康長寿講演会の場を活用した直接的なチャレ
ンジャー募集

①1回
作成

②全被保
険者に
配布

①1回
作成

②全被保
険者に
配布

①1回
作成

②全被保
険者に
配布

①1回
作成

②全被保
険者に
配布

①1回
作成

②全被保
険者に
配布

①随時 　
更新

②ニーズ
把握方
法検討
とH P
改修

①随時 　
更新

①随時 　
更新

①随時 　
更新

①随時 　
更新

○健康長寿だよりは、紙面充実を図り各年度１回作
成し、全被保険者に配布。
＜紙面の充実＞
・意見等を参考に有益な紙面作り
・特集記事等による増ページを検討
・各施策と連動した紙面作り（連携広報）
・広報スタッフ会議を活用した紙面作り

(1)HP内に簡単なアンケート項目を設置等、被保険
者ニーズ把握の仕組みを検討し、その検討を踏
まえHPを改善。

(2)HP情報の陳腐化の防止等（適切な情報の更新・
見直し、内容充実）。

受診者
3万人
以上

受診者
3万人
以上

受診者
3万人
以上

受診者
3万人
以上

受診者
3万人
以上

受診率向上と魅力ある健診制度とする取組。
(1)受診機会の充実。
・集団健診（市町村）の促進
・国保・協会けんぽとの合同健診推進
・個別健診での受診機会確保

(2)受診対象者の的確な把握（生活習慣病・長期入
院者は除外）。

(3)医療機関未受診者への勧奨（未受診者への健
診勧奨（ハガキ））。

(4)状況分析及びニーズ把握（受診者低迷要因分
析・アンケート調査等により健診に係るニーズを
把握し事業へ反映）。

(5)広報の充実（被保険者の声を反映した周知）。
(6)関係団体との連携・協力（受診結果の活用）。

○健康長寿マイス
ターの活動広報回
数：年3回以上

○新規登録者：平成
29年度末までに、2
万人以上

①「健康長寿だより」を
各年度１回作成

②全被保険者に配布

①随時更新

②ニーズの把握方法
検討と検討を踏まえ
たHPの改修

○各年度受診者数：
30,000人以上

2
万
人
以
上
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第3章　目標の達成に向けた施策（事業）

◆医療費の適正化

施策（事業）名
目標（値）

計画期間中の目標
H25 H26 H27 H28 H29

施策（事業）の着実な推進

第2期計画

⑫レセプト点検

⑬第三者行為求
償事務

⑭療養費の適正化

⑮医療費分析

⑯保険料収納
　対策

○各年度の診療報酬
内容点検効果率：
直近4か年平均の2
割増の「0．10％」
を5年間の平均値
とする

(1)点検手法の研究・実施。
・委託実績の検証や県内市町村・他県を参考に
効果的点検手法の研究

(2)レセプト点検体制の強化。
・委託業者との情報共有化によるレセプト点検効
果の向上

(3)研修会への参加（研修会等参加による職員及び
委託業者のスキルアップ）。

(4)関係機関との連携協力（市町村・国保連合会）。

(1)対象者の把握。
・レセプト情報からの対象者抽出方法を検討

(2)広報活動。
・第三者行為に関する意識啓発のための各種広
報媒体の活用

(3)賠償請求。
・届出勧奨後の未届者に再度勧奨を行う。届出
分は速やかに国保連合会に求償事務を委任
し、早期求償に努める

広報回数
2回以上

広報回数
2回以上

広報回数
2回以上

広報回数
2回以上

広報回数
2回以上

①分析の
実施

②全市町
村配付

①分析の
実施

②全市町
村配付

①分析の
実施

②全市町
村配付

①分析の
実施

②全市町
村配付

①分析の
実施

②全市町
村配付

(1)適正な支給手続き。
・適正な療養費支給決定（不正請求への対応）
・往療料の確認
・関係団体との連携（国・県・市町村等との連携に
よる内容確認調査）

(2)適正化に向けた広報充実。
・各種広報媒体を活用した療養費の適正化に
関する周知
・必要に応じた施術所への周知

①現年収
納率：
9 9 %
以上

②滞納繰
越分：
収納計
画で別
途定める

①現年収
納率：
9 9 %
以上

②滞納繰
越分：
収納計
画で別
途定める

①現年収
納率：
9 9 %
以上

②滞納繰
越分：
収納計
画で別
途定める

①現年収
納率：
9 9 %
以上

②滞納繰
越分：
収納計
画で別
途定める

①現年収
納率：
9 9 %
以上

②滞納繰
越分：
収納計
画で別
途定める

(1)分析を引き続き実施し、結果は構成市町村へ保
健事業等の基礎資料として提供。

(2)分析の際の留意点。
① 経年推移（変化）データの蓄積
②保健事業立案等の際の活用
　・魅力ある資料とする
　・市町村等からの意見聴取
　・分析項目は必要に応じ見直し
　・関係団体との共同分析手法等の検討
③被保険者等への説明
　・健康づくり等の資料
　・マップ・グラフの活用
　・分析を活用した医療費現状の周知

(1)市町村毎の収納計画を毎年策定。
(2)提出された収納計画は市町村と協議。
(3)ワーキンググループ会議等で、短期証の有効活
用や滞納処分対策の検討を行い、効果的な対策
を実施。

(4)滞納者の所得階層別収納状況等を電算で把握
し市町村へ提供。

(5)滞納者解消のため、県と連携し、滞納処分等の収
納対策を推進。

○第三者行為に対す
る意識啓発と対象
者把握

○広報回数：年2回以上

①各年度１回分析を
実施

②分析結果を全市町
村配付

①現年度分保険料収
納率：99%以上

②滞納繰越分収納率：
H23年度実績32.89%
を目安に収納計画で
別途定める

5年間の平均値が0.10%

第三者行為に係る意識啓発と対象者の把握

◆医療費の適正化

施策（事業）名
目標（値）

計画期間中の目標
H25 H26 H27 H28 H29

施策（事業）の着実な推進

第2期計画

⑦医療費通知

⑧重複・頻回受診
者訪問指導

⑨適正受診啓発

⑩ジェネリック医
薬品普及促進
啓発

⑪ジェネリック医
薬品利用案内
通知

○通知回数：各年度年
３回

(1)年度３回の通知（7月、11月、3月）。
(2)内容の充実。
・通知に対する問い合わせ等を踏まえたもの及
び医療費の実情理解を可能とする内容充実を
検討
・合計欄の追加等
  医療費通知に合計欄を追加（医療費総額が把握
可能とする）

3回 3回 3回 3回 3回

(1)事業を効果・効率的に行うため、終了後は受診
状況等を把握・分析し、効果を検証。事業は随時
見直す。
（訪問健康相談の視点）
　①療養上の日常生活に関する助言等
　②対象者の生活に適した知識の提供
　③受診及び服薬等に関する助言等
　④家族からの質問や疑問への助言等
　⑤その他、必要な助言等

(2)多受診者の事業参加につながる広報。
(3)取り組みをスムーズに実施するための関係団体
への情報提供。

(4)万全な個人情報の保護。

①3万円

②50％

①3万円

②50％

①3万円

②50％

①3万円

②50％

①3万円

②50％

広報回数
10回以上

広報回数
10回以上

広報回数
10回以上

広報回数
10回以上

広報回数
10回以上

＜戦略的な広報の実施＞
(1)適正受診に係る戦略的な広報。
(2)「広報スタッフ会議」の活用や関係団体の意見聴
取による広報内容の充実。
＜活用する広報媒体＞
○広域連合の広報媒体の活用
○関係団体等の広報媒体の活用
　・県、市町村、医師会等
○新たな広報手法の検討
　・報道機関への情報発信
　・関係団体（県、市町村、医師会等）との連携・協
力による適正受診広報の作成

①3.6億円
以上

②12万通

①3.6億円
以上

②12万通

①3.6億円
以上

②12万通

①3.6億円
以上

②12万通

①3.6億円
以上

②12万通

○ジェネリック医薬品の利用を更に促進するための
普及啓発の取り組みの強化・継続。
(1)ジェネリック医薬品希望カードの継続配付。
(2)ジェネリック医薬品利用案内通知の継続。
(3)ジェネリック医薬品に関する周知啓発。
・広報スタッフ会議活用
・各種広報媒体活用

(4)関係団体との連携・協力による周知啓発。
・関係団体（県、医師会及び薬剤師会等）との連
携・協力による情報発信

(1）毎年度12万人（対象者）に通知。
(2)通知作成等の受託先である国保連合会と連携・
協力（事業の着実な実施）。

(3)事業の追跡調査（効果調査）を確実、かつ、的確
に行い、被保険者や関係団体へ情報提供し、情
報の共有化を図る。

(4)通知内容（表記方法等）や対象者の範囲及び通
知回数等について、事業効果の検証を踏まえる。

(5)通知認知向上のため広報媒体のフル活用。
(6)コールセンターを引き続き設置。
(7)事業効果等を県に情報提供し、被保険者及び医
療機関等に対するジェネリック医薬品の使用促
進の働きかけにつなげる。

①訪問健康相談対象
者１人当たり１か月
当たり効果額：3万円

②訪問健康相談対象
者の改善率：50%

○広報回数：50回以上

○ジェネリック医薬品
の普及率：「福岡県
第2期医療費適正
化計画」における目
標値

①削減額:18億円以
上（5年間累計）

②通知数：60万通（5
年間累計）

県
第
２
期
医
療
費
適

正
化
計
画
の
目
標

14 15
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第5章　計画の評価及び周知

計画の評価方法　１

計画の評価の実施体制2

計画の公表・周知　3

　計画の推進に当たっては、「ＰＤＣＡ（計画Plan→実行Do→評価Cｈecｋ→改善Ａct）のサイクル」に基づ

き、進捗･実績に係る分析・評価を行い、その結果を公表するとともに、施策（事業）及び計画に反映させて

いきます。

（１）進捗管理評価
計画期間中の評価は、年度単位の進捗状況を検証する「進捗評価 ①」と計画の中間年度に評

価を行う「中間評価 ②」を実施し、①②で得られた結果は、事業手法の改善、計画の見直し及
び次期計画へ反映していきます。

（２）実績評価
計画期間終了後（翌年度）に、計画の進捗・成果に関する評価を行い、その結果を次期計画へ

反映していきます。

　評価の方法については、計画期間中の評価を行う「進捗管理評価」と計画終了後の評価を行う「実
績評価」の２つの手法を活用していきます。

　本計画を円滑に推進するため、本広域連合内に設置している「福岡県後期高齢者医療広域連合医療

費適正化プロジェクトチーム」において、必要に応じて構成市町村及び福岡県後期高齢者医療検討委員

会等への意見聴取を行いながら、計画の推進管理及び実績の評価（検証）を行っていきます。

計画の策定・見直し及び計画の進捗管理評価・実績評価の結果については公表します。

計画の評価サイクル

第2期 健康長寿医療計画

次期健康長寿医療計画

1年目

■
進
捗
評
価

2年目

■
進
捗
評
価

4年目

■
進
捗
評
価

5年目

■
進
捗
評
価

6年目

■
実
績
評
価

3年目

■
中
間
評
価
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第4章　計画の推進体制

関係者との連携・協力による目標の実現　１

治療中の被保険者に対する連携・協力による取り組み2
○長期入院者及び疾病（認知症、精神疾患等）の患者など、治療中の方（被保険者）に対する取り組み

（在宅医療・地域包括ケアの推進等）については、本計画の目標である「健康づくりの推進」及び「医療

費の適正化」の観点からも重要ですが、関係者の理解・協力なしには成り立たないものです。

○そのため、これら取り組みにおいては、関係者全員が参加し、かつ、「健康づくりの推進」及び「医療

費の適正化」に関する理念を共有した上で、適切な連携・協力のもとに取り組みを進めていくことが

必要です。

　「健康づくりの推進」や「医療費の適正化」という計画の目標を実現するためには、行政、保険者、医療

機関等の関係者がそれぞれの役割を認識し、お互いに連携・協力していく必要があります。

取り組み体制（役割）

本
広
域
連
合（
施
策
の
実
施
）

〈国（厚生労働省）〉
○助言・支援
○財政的支援（特別調整交
　付金・補助金）　等

〈国保連合会〉
○広域連合事業共同事業実施
　・審査支払い事務
　・レセプトデータ提供　等

〈医師会等〉
○広域連合事業共同実施
○個別健診の実施
○ジェネリック医薬品
　推進　等

〈福岡県〉
○助言・支援
○医療費適正化計画等
○財政的支援（補助金等）
　等

〈構成市町村〉
○広域連合事業共同実施
　・保険料収納対策実施
　・集団健診の実施
　・保健事業の実施　等

〈関係団体〉
○広域連合事業共同事業実施
　・保健事業　等

連携
･
協力

後期高齢者医療被保険者
（健康づくり等の意識高揚、健康づくり等の実践）

施策の
実施 参加
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